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教 員 業 績 

フリガナ バートル 

 

金．f・ 邦 hｌｊｉ 

 

 

 

 

 

 

 

 
氏   名 巴特尓 

 

 

 

 

 

 

 

 

学                 歴 

年   月 事                   項 

平成 5年 7月 中国・内モンゴル師範大学歴史学部歴史学科卒業 

平成 7年 4月 

 

東京ランゲージスクール入学 

平成 9年 3月 

 

 

東京ランゲージスクール卒業 

平成 10 年 4 月 東京大学大学院総合文化研究科地域文化研究専攻修士課程入学 

平成 12 年 3 月 東京大学大学院総合文化研究科地域文化研究専攻修士課程修了（学術修士学位取

得） 

平成 12 年 4 月 東京大学大学院総合文化研究科地域文化研究専攻博士課程進学 

平成 17 年年 3月 東京大学大学院総合文化研究科地域文化研究専攻博士課程単位取得満期退学（平成

18 年、同大学院より学術博士学位を取得） 

職                 歴 

年   月 事                   項 

平成 5年 8月 中国・内モンゴル自治区巴盟烏拉特前旗第一蒙古族高校教諭 （平成 7年 3 月ま

で） 

平成 18 年 10 月 （株）三井物産戦略研究所 国際情報部 海外情報室（中国・大中華圏担当）（平

成 24 年 3月まで） 

平成 24 年 4 月～ 多摩大学 経営情報学部 准教授（担当科目：中国語Ⅰ．Ⅱ、中国ビジネスコミュ

ニケーションⅠ．Ⅱ、現代中国論Ⅰ．Ⅱ、インターゼミ、ホームゼミナールⅠ・

Ⅱ、プレゼミナール、プレホームゼミナール、グローバルビジネス入門、特別講座

Ⅰ・Ⅱ） （平成 25 年 3月まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成25年4月～ 多摩大学 経営情報学部 准教授（担当科目：中国ビジネスコミュニケーション

Ⅰ．Ⅱ、現代中国論Ⅰ．Ⅱ、インターゼミ、ホームゼミⅠ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ、プレゼミ

ナール、プレホームゼミナール、グローバルビジネス入門、問題解決学総論、特別

講座Ⅰ・Ⅱ） （平成26年3月まで） 

平成26年4月～ 多摩大学 経営情報学部 准教授（担当科目：中国語Ⅰ・Ⅱ、中国ビジネスコミュ

ニケーションⅠ．Ⅱ、中国経済論、アジア経済論Ⅱ、インターゼミ（社会工学研究

会）、ホームゼミナールⅠ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ・Ⅴ・Ⅵ、プレゼミナールⅠ・Ⅱ、グロー

バルビジネス入門、問題解決学総論、特別講座Ⅰ・Ⅱ）、多摩大学院留学生論文ゼ

ミ （平成27年3月まで） 
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平成27年4月～ 

 

多摩大学 経営情報学部 准教授（担当科目：中国ビジネスコミュニケーション

Ⅰ．Ⅱ、中国経済論、アジア経済論Ⅱ、インターゼミ（社会工学研究会）、ホーム

ゼミナールⅠ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ・Ⅴ・Ⅵ、プレゼミナールⅠ・Ⅱ、問題解決学入門Ⅱ、

特別講座Ⅰ・Ⅱ）（平成28年3月まで） 

多摩大学院留学生論文ゼミ （平成28年3月まで） 

 

 

 

平成28年4月～ 多摩大学 経営情報学部 准教授（担当科目：中国ビジネスコミュニケーション

Ⅰ．Ⅱ、中国経済論、事業構想論Ⅰ.Ⅱ、アジア経済論Ⅱ、インターゼミ（社会工学

研究会）、ホームゼミナールⅠ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ・Ⅴ・Ⅵ、プレゼミナールⅠ・Ⅱ、問

題解決学入門Ⅱ、特別講座Ⅰ・Ⅱ、グローバルビジネス入門）（平成29年3月まで） 

多摩大学院：論文演習、「中国経済と日本企業のビジネス戦略」）（平成29年3月ま

で） 

 
平成29年4月～ 多摩大学 経営情報学部 准教授（担当科目：中国経済論、事業構想論Ⅱ、アジア

経済論Ⅱ、インターゼミ（社会工学研究会）、ホームゼミナールⅠ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ・

Ⅴ・Ⅵ、プレゼミナールⅠ・Ⅱ、問題解決学入門Ⅱ、特別講座Ⅰ・Ⅱ、グローバル

ビジネス入門）（平成30年3月まで） 

多摩大学院：論文演習、「中国経済と日本企業のビジネス戦略」）（平成30年3月ま

で） 

 

学 会 及 び 社 会 に お け る 活 動 等 

現在所属している学

会 

北東アジア学会 

年   月 事                   項 

平成 21 年 6 月～ 寺島文庫塾 アジア・ユーラシア研究会幹事 （現在に至る）。 

平成23年12月～平成

29年2月 

防衛省防衛研究所 一般課程 共同研究「中国の少子高齢化問題」の研究指導を実

施。 

平成23年7月～平成27

年3月 

東京財団 中国環境ビジネス研究会メンバー。 

平成 24 年 4 月～平成

27 年 3月 

東京財団 「現代中国研究プロジェクト」メンバー（経済担当）。 

平成24年11月～ 岡山大学キャンパス/アジア事業の日本側経済テキスト作成メンバー・「中国経

済」担当（現在に至る） 

平成25年3月29日 多摩大学同窓会 第1回 イブニングサロンで「中国経済最前線」と題する講演会

を実施。 

平成25年3月5日～6日 岡山大学主催「共通善教育研究国際シンポジウム」で「中国経済の現状と日中経済

関係」と題し、講演。 

平成25年9月21～22日 北東アジア学会主催国際シンポジウムにて中国経済部会のコメンテーターを務め

る。 

平成25年11月21 ＮＰＯ法人みねるばの森主催「就職を機に世界と人生を考える連続セミナー」にて

講演。 

平成26年3月7日 東京財団主催フォーラム「中国の今、プロが観る」にパネリストとして登壇。 

平成26年3月8日 

 

 

 

 

 

ＮＰＯ法人みねるばの森主催「アジア次世代経営人材交流プラットフォーム第2回

セミナー」にて講演。 

 

 

 

 

 

平成26年5月28日 多摩市立諏訪小学校の生徒を対象に「日本の未来の担い手として何をすべきなの

か」と題し講演。 
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平成27年1月 多摩大学創立25周年記念公開講座にて講演（テーマ：「台湾の統一地方選挙後の中

台関係の行方委と日本への影響」）を実施。 

平成27年3月 日中韓三大学によるキャンパス・アジア共通教科書（田口雅弘・金美徳編著『東ア

ジアの経済協力と共通利益』、岡山大学発行、2015年3月）作成メンバーの一人と

して、中国経済の部分を担当。  

 

 

 

 

 

平成27年6月 ジェトロ発行 月刊誌『月刊 中国経済』に「中国の辺境経済圏の諸相～「一帯一

路」戦略とAIIBの動向を踏まえて」 

平成27年10月 多摩大学寺島実郎監修リレー講座「現代世界解析講座VⅢ」にて「中国辺境経済圏

の諸相」と題した講演を実施。 
平成28年1月 ギリ―クラブ主催講演会（テーマ：「これからの中国との関係を考える～」）で講

演を実施。 

平成28年2月 文部科学省推進キャンパス・アジア事業の一環で、岡山大学のアジア共通教科書作

成メンバーの一人として参画。『東アジアの経済協力と共通利益』（2016年2月、

ふくろ出版）を上梓。  

 

 
平成27年12月～平成

28年2月 

 

 

防衛省防衛研究所 一般課程 共同研究「中国の格差問題」の研究指導を実施。 

平成28年12月～平成

29年2月 

防衛省防衛研究所 一般課程 共同研究「中国のエネルギー安全保障」の研究指導

を実施。 

平成29年2月 文部科学省推進キャンパス・アジア事業の一環で、岡山大学のアジア共通教科書作

成メンバーの一人として参画。『東アジア教養人のための日中韓経済論』（2017年

2月、ふくろ出版）を上梓。  

 
賞                 罰 

年 月 事                   項 

 なし 
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研 究 分 野 研究内容のキーワード 

現代中国の政治・経済・外交、 

東アジア国際関係 

中国経済、大中華圏、アジアユーラシアダイナミズム 

教 育 上 の 能 力 に 関 す る 事 項 

事    項 年 月 日 概    要 

   

職 務 上 の 実 績 に 関 す る 事 項 

 

事    項 年 月 日 概    要 

研 究 業 績 等 に 関 す る 事 項 

著書，学術論文等の名称 
単 著 

共 著 

の 別 

発行又は 
発表の 
年 月 

発行所，発表雑誌等又 
は発表学会等の名称 

概    要 

(著書）  

 

 

 

 

 

 

 
『東アジア教養人のた

めの日中韓経済論』 
共著 2017 年 2 月 

 

ふくろう出版社 

文部科学省推進キャンパス・アジ

ア事業の一環で作成したアジア共

通教科書である。 

『東アジアの経済協力

と共通利益』 共著 2016年年2月 

ふくろう出版社 文部科学省推進キャンパス・アジ

ア事業の一環で作成したアジア共

通教科書である。 

『Views on China 中国

の今、プロが観るⅠ・

Ⅱ』 共著 
2014 年 1～2

月 

 

東京財団 

日台の新しいビジネスアライアン

スについて考察した。 

『グローバル・リーダー

コース』 
共著 2013年6月 日本能率協会マネジ

メントセンター 

第4章「アジアの視点によるグロ

ーバル・リーダー」論の中国関連

部分について執筆担当。 

『アジアを見る眼』 

共著 2012 年 3 月 

共同通信 アジア主要国・地域の最新の経済

情勢と統計データを用いて、アジ

アダイナミズムの実像に迫ったも

ので、就職活動中の大学生や新入

社員のアジア経済やアジア理解を

深めて、「アジア観」を形成する

ことを目的としている 

 

 

 

 

 

 

 

著書，学術論文等の名称 
単 著 
共 箸 
の 別 

発行又は 
発表の 
年 月 

発行所，発表雑誌等又 
は発表学会等の名称 

 

概    要 

 

(学術論文） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
「 
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「一九三〇～四〇年代に

おける内モンゴルの自治

運動 
単著 2000 年 3 月 

東京大学大学院総合

文化研究科地域文化

研究専攻修士学位論

文 

1930 年～40 年代の内モンゴル自

治運動の歴史的背景と内モンゴル

地域を巡る国際関係を考察し、徳

王を最高指導者とした同自治運動

の歴史的意味を明らかにした。 

「一九二〇年代の内モン

ゴル政治における二つの

潮流～「自治」と「建

省」論を巡って～」 
単著 2004 年 6 月 

国際アジア文化学会

『アジア文化研究』

2004年6月第11号 

1920 年代の内モンゴル政治にお

ける旧王公貴族と近代的思想の影

響を受けた青年知識人の政治的立

場や主張の相違を比較分析した。 

「近現代内モンゴルの民

族運動～覚醒・啓蒙・混

迷・統合～」 

単著 2006 年 5 月 

東京大学大学院総合

文化研究科地域文化

研究専攻博士学位論

文 

1911 年の「モンゴル独立宣言」

から 1947 年の内モンゴル自治政

府の成立に至る内モンゴルの民族

運動を四つの時代区分に設定し、

その時代的特徴と相違点を分析

し、近現代内モンゴル自治運動の

歴史的意義とその全体像を解明し

た。 

「徳王と一九三〇年代の

内モンゴル自治運動～徳

王の「民族」・「国家」

観を中心に～」国際アジ

ア文化学会 

単著 2006 年 6 月 

国際アジア文化学会

『アジア文化研究』

2006年6月第14号 

1931 年代の内モンゴル自治運動

の最高指導者であった徳王の「民

族」「国家」観を中心に分析し

た。 

「台湾企業の対中投資動

向（1）」 

単著 2006 年 10 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部海外

情報室『Asia 

Monthly Report』

2006年10月号 

台湾企業の対中国投資動向を分析

した。 

「台湾企業の対中投資動

向（2）」 

単著 2006 年 11 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部海外

情報室『Asia 

Monthly Report』

2006年11月号 

台湾企業の対中投資動向を分析し

た。 

「ADB 2007 年のアジア

開発展望を発表」 

単著 2007 年 3 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部海外

情報室『Asia 

Monthly Report』

2007年3月号 

アジア開発銀行発表の報告書を中

心にアジア域内の主要国の経済状

況と今後の見通しを分析した。 

「WTO 2006 年世界貿易

統計発表」 

単著 2007 年 4 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部海外

情報室『Asia 

Monthly Report』

2007年4月号 

2006 年の WTO 発表貿易統計を基

に世界貿易の特徴を分析した。 

「台湾企業のインド進出

状況」 
単著 2007 年 2 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部海外

情報室『Asia 

Monthly Report』

2007年2月号 

台湾企業の対インド投資動向を分

析した。 
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「華人企業グループ

（１）ー長江財閥の創業

者、後継者、番頭」 
単著 2007 年 5 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部海外

情報室『Asia 

Monthly Report』

2007年5月号 

香港華人財閥の長江グループの経

営構造と事業戦略を分析した。 

「華人企業グループ 

(２) －香港「新世界」

ｸﾞﾙｰﾌﾟの創業者、後継

者、番頭」 
単著 2007 年 6 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部海外

情報室『Asia 

Monthly Report』

2007年6月号 

香港華人財閥の新世界グループの

経営構造と事業戦略を分析した。 

「華人企業グループ 

(３) －香港恒基兆業地

産グループ」 
単著 2007 年 7 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部海外

情報室『Asia 

Monthly Report』

2007年7月号 

香港華人財閥の恒基兆業グループ

の経営構造と事業戦略を分析し

た。 

「欧州多国籍企業のアジ

ア戦略」 

単著 
2007 年 8～9

月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部海外

情報室『Asia 

Monthly Report』

2007年8・9月号 

欧州の製造、小売、製薬企業、食

品、物流大手数社のアジア戦略を

分析した。 

「華人企業グループ

（4）香港シバリエ・グ

ループ（其士集団）

（5）香港ホープウェ

ル・グループ（合和実業

集団）」 

単著 2007 年 10 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部海外

情報室『Asia 

Monthly Report』

2007年9月号 

香港華人財閥のシバリエとホープ

ウェル両グループの歴史的経緯と

経営戦略を分析した。 

「華人企業グループー

（6）台湾プラスチッ

ク・グループ（台塑集

団）（７）台湾エバーグ

リーン･グループ（長栄

集団）」 

単著 2007 年 11 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部海外

情報室『Asia 

Monthly Report』

2007年11月号 

台湾華人財閥の台湾プラスチッ

ク・グループと台湾エバーグリ

ン・グループの経営構造と事業戦

略を分析した。 

「華人企業グループ

（８）統一企業グループ

（ユニプレジデント・エ

ンタープライゼス）華人

企業グループ（９）鴻海

グループ（フォックスコ

ン・グループ）」 

単著 2008 年 1 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部海外

情報室『Asia 

Monthly Report』

2008年1月号 

台湾華人財閥の統一グループと鴻

海グループの経営構造と事業戦略

を分析した。 

「米国多国籍企業のアジ

ア・大洋州戦略」 

単著 2008 年 3 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部海外

情報室『Asia 

Monthly Report』

2008年3月号 

米国の製造・IT・小売・日用品・

外食・保険・物流など各分野の大

手 11 社を取り上げ、アジア大洋

州における事業展開の現状と経営

戦略を分析した。 
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「「新シルクロード経済

圏」－新疆ウイグル自治

区と中央アジア」 
単著 2008 年 4 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部海外

情報室『Asia 

Monthly Report』

2008年4月号 

新疆ウイグル自治区の経済状況を

踏まえ、中国と中央アジア諸国と

の経済関係の実態と今後の見通し

を分析した。 

「「北東アジア経済圏」

とのリンクを目指す内モ

ンゴルの可能性」 
単著 2008 年 5 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部海外

情報室『Asia 

Monthly Report』

2008年5月号 

内モンゴル自治区の経済状況を踏

まえ、中国とロシア・モンゴル両

国との経済関係の実態と今後の見

通しを分析した。 

「中国の辺境地域で胎動

する経済のダイナミズ

ム」 単著 2008 年 10 月 

（株）三井物産戦略

研究所『THE WORLD 

COMPASS 2008年10月

号 

中国の辺境地域（新疆・チベッ

ト・内モンゴル・広西雲南）とそ

の周辺国との経済交流の現状を分

析し、今後を展望した。 

「世界主要穀物メジャー

の概要」 

単著 
2008 年 7・8

月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部海外

情報室『Asia 

Monthly Report』

2008年7・8月号 

世界 4大穀物メジャー（カーギ

ル・）の概要と世界戦略（特にア

ジア地域）を分析した。 

「2007 年アジア大洋州主

要国の人の移動」 

単著 2008 年 9 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部海外

情報室『Asia 

Monthly Report』

2008年9月号 

2007 年のアジア大洋州主要国の

人の移動を比較分析した。 

「アジア主要国地域の人

口構造の現状と課題」 

単著 2008 年 10 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部海外

情報室『Asia 

Monthly Report』

2008年10月号 

アジア主要国地域の人口構成の現

状と課題を分析し、今後の経済発

展に与える影響を展望した。 

「「ヒマラヤ経済圏」―

中国とインドの狭間で変

わり行くチベット」 単著 2008 年 11 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部海外

情報室『Asia 

Monthly Report』

2008年11月号 

中国とインドなど南アジア諸国と

の経済関係におけるチベット自治

区の位置づけを明らかにした。 

「中国の民営企業の台頭

と経営戦略」 

単著 2009 年 2 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部海外

情報室『Asia 

Monthly Report』

2009年2月号 

1978 年から実施された中国の改

革開放政策を機に台頭してきた民

営企業（非国営）の概要と経営戦

略を分析した。 

「グレーターメコン経済

圏の一角を成す中国雲

南・広西のプレゼンス」 
単著 2009 年 2 月 

（株）三井物産戦略

研究所『THE WORLD 

COMPASS 2009年2月号 

アジア開発銀行が 1990 年代から

主導した GMS の一角を成す中国の

広西チワン族自治区・雲南省の経

済状況とインドシナ半島の隣国と

の経済関係を分析した。 

「中国民営企業紹介―自

動車産業（奇瑞、吉利、

BYD）」 単著 2009 年 4 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部海外

情報室『Asia 

Monthly Report』

2009年4月号 

中国の民族系自動車メーカー3社

の経営構造と事業戦略を分析し

た。 
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「中国民営企業紹介－太

陽電池産業（サンテック

パワー･LDK ソーラー･JA

ソーラー）」 
単著 2009 年 5 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部海外

情報室『Asia 

Monthly Report』

2009年5月号 

世界のトップ 10 入りした中国の

民営太陽電池メーカー3社を取り

上げ、その経営戦略を分析した。 

「急速に進む中国の都市

化と中間層の拡大」 
単著 2009 年 6 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国の都市人口の増加と中間所得

者の所得水準の向上の現状を分析

した。 

「電池と自動車のシナジ

ーを目指す中国の新興自

動車メーカーBYD」 単著 2009 年 6 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

二次電池と自動車の製造を事業の

二本柱とする BYD 社の企業戦略を

分析した。 

「人民元建て貿易決済が

一部地域で解禁、人民元

「国際化」へ前進」 
単著 2009 年 7 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

世界経済における中国のプレゼン

スが拡大する中で、中国政府が一

部地域で解禁した人民元建て貿易

決済の解禁が示す意味について分

析した。 

「新疆ウイグル自治区で

発生した騒乱をどう見る

べきか」 
単著 2009 年 7 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

7 月 5 日に発生した新疆の騒乱の

経緯とその背景を分析し、今後の

行方を展望した。 

「中国の自動車メーカー

の新動向」 

単著 2009 年 7 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国政府の景気対策を追い風に自

動車市場が急拡大する中で、自動

車メーカー各社の経営戦略を分析

した。 

「中国太陽光発電産業化

へ本格始動」 

単著 2009 年 7 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

2007 年に太陽電池生産量で世界

一となった中国の太陽光発電の現

状と課題、今後の展望を分析し

た。 

「10 月協議開始を目指す

『両岸（中台）経済協力

枠組み協定（Economic 

cooperation Framwork 

Agreement=ECFA）』」 

単著 2009 年 7 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国と台湾の間で交渉・締結を目

指す FTA に相当する ECFA の概要

と中台双方の思惑を分析し、その

行方を展望した。 

「中国政府、『文化産業

振興計画』を発表』 

単著 2009 年 7 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

好調な経済を下支えに、中国は対

外関係において文化や人的交流の

拡大を図る文化産業の振興計画を

発表。本稿では、その概要とソフ

トパワーに注力する中国の戦略を

分析した。 

「中国とアジア・大洋州

との経済関係～中国と日

本の経済関係」 単著 
2009 年 7・8

月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部海外

情報室『Asia 

Monthly Report』

2009年7・8月号 

近年における日中両国貿易投資関

係の現状を分析した。 
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「台湾グリーンエネルギ

ー産業支援策と中台企業

アライアンスの可能性」 
単著 2009 年 8 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

台湾政府が打ち出したグリーンエ

ネルギー産業の振興策の概要を踏

まえ、関係改善が進む中国と台湾

企業の同分野における協力の可能

性について分析した。 

「活発化する中台企業ア

ライアンスの動き」 

単著 2009 年 8 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国政府が金融危機への対策とし

て打ち出した 4 兆元の景気刺激策

を背景に、中国市場で商機を求め

る台湾企業と中国地場企業間の協

力が加速する現状を分析した。 

「中国全人代常務委員会

会議、再生可能エネルギ

ーの拡大を決議」 単著 2009 年 8 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

全人代常務委員会会議で決議され

た再生可能エネルギーの拡大方針

と中国の再生可能エネルギーの現

状を分析し、今後の趨勢を展望し

た。 

「急速に進む中国の都市

化と中間層の拡大」 

単著 2009 年 8 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部中国

経済センター『中国

経済センターニュー

ス』2009年8月号 

中国経済の高成長を背景に増加す

る中間所得層の現状と分布地域等

を分析した。 

「アジア大洋州の貿易投

資動向～中国・台湾～」 

単著 2009 年 9 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部海外

情報室『Asia 

Monthly Report』

2009年9月号 

2008 年の中国の対外貿易投資動

向、台湾の対外貿易投資動向を分

析した。 

「金融危機発生後の中国

の対外投資」 

共著 2009 年 9 月 

（株）三井物産戦略

研究所『THE WORLD 

COMPASS 2009年7月号 

金融危機からいち早く脱却した中

国の対外投資動向（対外投資戦

略・投資地域・投資分野など）を

分析した。 

「中国の鳩山新政権に対

する警戒感？」 
単著 2009 年 9 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

新生民主党の鳩山政権に対する中

国国内の反応を分析した。 

「中国、失業問題の現

状」 

単著 2009 年 9 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

新卒大学生と出稼ぎ労働者（「農

民工」）の失業問題を取り上げ、

その現状を分析した。 

「2009 年 中国企業トッ

プ 500 発表、「強」か、

「大」か」 単著 2009 年 9 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

2009 年版「中国トップ 500 社」

にランクインした企業の概要と特

徴を分析した。 

「中国政府系投資ファン

ド（CIC）投資分野多様

化の動き」 単著 2009 年 9 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

2007 年に設立された中国政府系

投資ファンドの CIC の過去 2 年の

対外投資動向を分析した。 



10 

 

「中国、建国 60 周年を

迎えて」 

単著 2009 年 9 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

10 月 1 日で建国 60 周年を迎える

中国のこれまでの歩みと取組べき

課題を分析し、今後を展望した。 

「中国政府、生産過剰産

業抑制のガイドラインを

公表」 
単著 2009 年 10 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

鉄鋼やセメント、板ガラスなど分

野に対する生産抑制の指導ガイド

ラインの内容を分析し、今後の産

業動向を展望した。 

「中国環境問題」 

単著 2009 年 10 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

高度経済成長下の中国の環境問題

を整理し、解決へ向けた中国政府

の取り組みを分析した。 

「台湾の環境税導入の試

み」 

単著 2009 年 10 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

台湾政府が試みる新たな成長戦略

としての環境エネルギー分野への

取り組みを分析した。 

「金融から資源分野への

投資を強める中国政府系

ファンド CIC の動向」 単著 2009 年 10 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

2007 年に設立した中国政府系投

資ファンドの CIC の海外での投資

戦略の転換に焦点を当てて分析し

た。 

「中国民営企業紹介－食

品産業」 
単著 2009 年 10 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部海外

情報室『Asia 

Monthly Report』

2009年10月号 

中国の民営食品大手 2 社の概要と

その経営戦略を分析した。 

「建国 60 周年を迎えた

中国～回顧と展望～ 

単著 2009 年 11 月 

三井グループ（二木

会）社長向け資料。

（株）三井物産戦略

研究所『戦略研レポ

ート』に掲載。 

1949 年の建国から 2009 年に至る

中国経済の 60 年の歴史を回顧

し、現在抱える課題を踏まえ今後

を展望した。 

「米中間クリーンエンル

ギー分野における協力の

動き」 

単著 2009 年 11 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

2008 年 6 月の第 4 回米中戦略経

済対話と 2009 年 11 月の米オバマ

大統領訪中時に調印された一連の

環境関連の合意文書に基づく、米

中間で取り組んでいる環境・エネ

ルギー分野での協力強化の動向を

分析した。 

「『中国第 12 次 5ヵ年

計画（2011～2015 年）』

の大枠決定」 
単著 2009 年 11 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

2011 年から始動する中国の第 12

次 5 か年計画の概要とその方向性

をまとめ、分析した。 

「中国の農村地域初の公

的年金制度普及の試み」 
単著 2009 年 11 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

格差是正と内需拡大策の一環とし

て中国政府が農村地域で試みる初

の年金制度を分析した。 
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「中台自動車業界の産業

協力動向」 

単著 2009 年 11 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

2008 年に対中協調関係を重視す

る台湾の馬英九政権誕生を機に中

台関係が大きく改善した中で、双

方の自動車業界の協力関係に注目

し、その動向を分析した。 

「中国民営企業紹介－IT

産業（中興通訊、アリバ

バ）」 単著 2009 年 11 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部海外

情報室『Asia 

Monthly Report』

2009年11月号 

中国のＩＴ産業の現状を概観する

と共に、業界トップ 2 社の経営状

況とその事業戦略を分析した。 

「中国民間航空機産業の

現状」 

単著 2009 年 12 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

2008 年 5 月の中国民間航空機製

造会社「中国商用飛機有限公司」

設立以来の、中国の航空機産業の

現状を分析し、その将来像を展望

した。 

「レアメタル資源を巡る

日中両国の動き」 

単著 2009 年 12 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

レアメタル資源の中でもレアアー

スの生産量が世界全体の 9割を占

める中国がレアアースの対外輸出

を制限し始めた中で、輸入量の 9

割を中国に頼ってきた日本企業の

今後の戦略を展望した。 

「中央アジアで影響力を

強める中国」 

単著 2009 年 12 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中央アジア諸国との経済やエネル

ギー協力関係の拡大を図る中国の

最新動向を分析した。 

「中国、2010 年の外資導

入に関する方針を決定」 

単著 2010 年 1 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国が従来の労働集約型産業から

産業の高度化への転換を図ってい

る中で、新たに発表された外資導

入の方針を分析した。 

「中国の資源輸入量の急

増と国家備蓄戦略の現

状」 

単著 2010 年 1 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

好調な経済を背景に中国国内で各

種資源（特に石油資源）の消費量

が急拡大する中で、特に石油など

エネルギー資源の海外からの輸入

の現状と戦略的備蓄状況を分析し

た。 

「中国政府高官、台湾と

諸外国との FTA 締結を支

持か」 

単著 2010 年 1 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

外交関係を持たないシンガポール

などアジア諸国との FTA 交渉・締

結を目指す台湾に対し、中国は一

貫して反対の立場を示している。

本稿では中国政府高官の発言を踏

まえて、台湾の FTA 戦略を展望し

た。 

「中国民営企業紹介－小

売業（蘇寧電器、物美商

業）」 単著 2010 年 1 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部海外

情報室『Asia 

Monthly Report』

2010年1月号 

中国の民営小売大手 2 社の概要と

その経営戦略を分析した。 
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「国家プロジェクトに昇

格された黄河デルタの発

展の可能性」 単著 2010 年 1 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国政府が新たに国家プロジェク

トとして承認した黄河下流域のデ

ルタ地帯の経済状況とその将来性

を分析した。 

 「中国政府、政策文書

「中央 1号文件」を発

表」 
単著 2010 年 2 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国政府が発表した 2010 年版

「中央 1 号文件」（毎年初めに発

表するその年の最重要課題）の概

要に加え、2009 年版との相違及

び今後の政策展開を展望した。 

「米国による台湾への武

器売却問題と中台関係へ

の影響」 単著 2010 年 2 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

米中関係の懸案の一つである米国

による台湾への武器売却を巡る米

中関係の今後の展開を分析した。 

「加速する中国鉄道関連

企業の海外進出」 単著 2010 年 2 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国の鉄道建設関連企業の海外進

出状況を分析した。 

「中国民営企業紹介－医

薬品産業（上海復星医

薬）」 単著 2010 年 2 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部海外

情報室『Asia 

Monthly Report』

2010年2月号 

中国の製薬産業の概況と民営製薬

会社を代表する「上海復星医薬」

社の概要とその経営戦略を分析し

た。 

「上海万博まで後二ヶ

月」 
単著 2010 年 3 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

5 月の上海万博開幕前の中国国内

の状況と万博後の中国経済の行方

を展望した。 

「拡大を見せる人民元建

て貿易決済の現状」 
単著 2010 年 3 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

2009 年に一部地域で解禁された

人民元建て貿易決済の現状を分析

し、今後を展望した。 

「韓国大手企業グルー

プ、中国内需市場を視野

に投資加速へ」 単著 2010 年 3 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

韓国大手数社の中国内需市場の開

拓と事業拡大へ向けた投資動向を

分析した。 

「中国の中間層とビジネ

スチャンス～中国～」 

単著 2010 年 3 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部海外

情報室『Asia 

Monthly Report』

2010年3月号 

拡大が続く中国の中間所得層の現

状と消費動向、及び中間層をター

ゲットにした外資の中国進出動向

を分析した。 

「中国の「三農」問題は

解決へ向かうのか？」 

単著 2010 年 4 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

農村、農業、農民からなる中国の

「三農問題」の解決へ向けた中国

政府のこれまでの取り組みに加

え、今後を展望した。 

「金融危機を経て転換を

図る中国」 

共著 2010 年 4 月 

三井グループ（二木

会）社長向け資料、

（株）三井物産戦略

研究所『戦略研レポ

ート』2010年4月号 

2009 年の中国経済を振り返りな

がら、構造転換を図る中国政府の

政策方針を中心に分析した。 
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「第 3回 日中財務対話

「金融危機克服、協力強

化」で合意」 単著 2010 年 4 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

第 3 回日中財務相対話の概要とそ

の成果を分析した。 

「ボアオ・アジア・フォ

ーラムから見る日中協力

の必要性」 単著 2010 年 4 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国・海南島で開催されたアジ

ア・フォーラムの概要を踏まえ、

日中間の協力拡大の可能性につい

て分析した。 

「韓国、中台 ECFA を見

据えて対中 FTA 交渉を急

ぐ」 単著 2010 年 4 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

韓国の FTA 戦略の視点から中国と

台湾が締結を目指す ECFA が韓国

にとっての意味を分析した。 

「中国、近く 4兆元の景

気刺激策に匹敵する新政

策を発表か？」 
単著 2010 年 4 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国政府が策定を進めている、

「第 12 次５カ年計画」の中で、

成長ポテンシャルの大きい産業に

大型財政投入することを盛り込ま

れる可能性について分析した。 

「急増する中国人観光客

と日本の対応」 
単著 2010 年 5 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

増加する中国人観光客に対し、日

本の対応の現状と課題を分析し

た。 

「緊迫する朝鮮半島情勢

と 6 カ国協議の行方」 
単著 2010 年 5 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

2010 年 3 月の韓国哨戒艦沈没事

件を巡る南北関係の現状を踏ま

え、6 か国協議の行方を展望し

た。 

「台湾、1～3月 GDP 成長

率 13.3%増、通年見通し

6.1%」 
単著 2010 年 5 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

台湾の 2010 年第一四半期の経済

動向を分析した。 

「胡錦濤国家主席のブラ

ジル訪問と中南米で存在

感を高める中国」 
単著 2010 年 5 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部中国

経済センター『中国

経済センターニュー

ス』 

胡錦濤国家主席のブラジル訪問を

題材に近年中南米地域との外交関

係を強化する動きと同地域への進

出が活発化する中国企業の動向を

分析した。 

「日中首脳会談～「氷を

溶かす旅」から「大地の

草木生い茂る」へ」 
単著 2010 年 6 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

小泉総理の靖国神社参拝を契機と

して日中関係は「政冷経熱」と比

喩されるように外交関係が悪化し

た。そうした中での温家宝首相の

訪日の経緯とその成果に焦点を当

て日中関係の今後を展望した。 

「中国の存在感をアピー

ルした温家宝首相のモン

ゴル訪問」 単著 2010 年 6 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国とモンゴル両国の経済関係が

緊密化する中で、エネルギー資源

の協力を目的とした温家宝首相の

モンゴル訪問を分析した。 
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「中国、「国家中長期人

材発展計画（2010～2020

年）」を発表」 単著 2010 年 6 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国政府が発表した産業の高度化

に欠かせない人材の育成に関する

中長期計画の内容を中心に分析し

た。 

「上海協力機構（SCO）

首脳会議と中国の新たな

新疆対策」 
単著 2010 年 6 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

SCO 加盟国と関係強化を図りなが

ら、対中央アジアのゲートウェー

として位置づける新疆ウイグル自

治区の経済発展に関する中国政府

の政策を中心に分析した。 

「習近平国家副主席、バ

ングラデシュ・ラオス公

式訪問の成果」 単著 2010 年 6 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

2012 年から現胡錦濤総書記の後

任として中国政府指導部入りが有

力視されている習近平氏の海外訪

問に焦点を当て分析した。 

「中国、「国防動員法」

を 7月 1日から施行」 
単著 2010 年 7 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

戦後初となる「国防動員法」の概

要とその目的等について分析し

た。 

「日本の『新成長戦略』

とアジア」 

単著 2010 年 7 月 

（株）三井物産戦略

研究所『アジア大洋

州トピックスレポー

ト』2010年7月号 

2010 年 6 月の日本政府発表の新

成長戦略の概要を紹介し、日本の

対アジア戦略を分析した。 

「中国の都市化と社会の

根底にある戸籍問題につ

いて」 単著 2010 年 7 月 

（株）三井物産戦略

研究所『戦略研レポ

ート』2010年9月号 

中国で進展を見せる都市化の阻害

要因となる中国特有の戸籍制度の

歴史的経緯とその問題点を分析し

た。 

「中国、今後 10 年間の

「西部大開発」プロジェ

クトの加速を表明」 単著 2010 年 7 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

2000 年から始動した西部大開発

プロジェクトを加速させるため、

中国政府が発表した新たな政策方

針を分析した。 

「中国、アルゼンチンの

鉄道インフラ協力強化

へ」 単著 2010 年 7 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国が官民一体となってアルゼン

チンでの鉄道インフラ整備への協

力強化の現状を分析した。 

「中東アラブ諸国との関

係を深める中国」 
単著 2010 年 7 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

原油などエネルギー資源の主要調

達先としての中東アラブ諸国との

関係を強化している中国の外交戦

略を分析した。 

「日韓両国で繰り広げら

れる中国人観光客の誘致

「合戦」 単著 2010 年 8 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国経済の好調に伴い、拡大が続

く中間所得層を対象にした観光誘

致を日本と韓国など周辺国で繰り

広げられている現状を分析した。 

「イラン制裁に反対する

中国の思惑」 

単著 2010 年 8 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

米国主導の対イラン経済制裁が行

われている中で、中国の対イラン

外交政策を分析した。 
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「新たなリスク要因とし

て浮上した中国の地方政

府の債務問題」 

単著 2010 年 8 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

2009 年から問題視された中国の

地方政府の債務問題が再びリスク

要因として浮上した。本稿では中

国政府の発表データを基に地方債

務問題の実態とその行方を分析し

た。 

「台湾電電公会、「中国

大陸の投資環境とリスク

調査報告（2010 年版）」

を発表」 単著 2010 年 8 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

台湾の電子電機業界団体が毎年実

施している中国の投資環境とリス

ク調査の結果を踏まえ、台湾企業

から見た中国市場の実態を分析し

た。 

「中国の「都市化率」に

ついて」「「弾力化」措

置後の人民元の対米ドル

レートの動き」 
単著 2010 年 8 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

計２本のレポートを執筆。１本目

は中国の都市化率に定義について

分析し、２本目は人民元の対ドル

レートの切り上げ状況を分析し

た。 

「中国社科院からの報告

（1）2010 年上半期の中

国の対外貿易状況」 
共著 2010 年 8 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部中国

経済センター『中国

経済センターニュー

ス』2010年8月号 

業務委託先の中国社会科学院から

受領した報告書の翻訳・編集を行

い、2010 年上半期の中国の貿易

動向を分析した。 

「2009 年インドとアジア

大洋州との経済関係～韓

国の対インド貿易投資動

向」 
単著 2010 年 8 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部海外

情報室『Asia 

Monthly Report』

2010年8月号 

インドと韓国両国間の貿易投資動

向を分析した。 

「中国社科院からの報告

①「2010 年上半期の中国

の対外貿易状況」 
共著 2010 年 8 月 

（株）三井物産戦略

研究所『中国経済セ

ンターニュース』 

2010 年上半期の貿易動向とその

特徴を分析し、通年の見通しを示

した。 

「中国社科院からの報告

③「中国の経済発展とエ

ネルギー、環境政策の調

整メカニズムの現状と課

題」 
共著 2010 年 9 月 

（株）三井物産戦略

研究所『中国経済セ

ンターニュース』 

中国における経済発展とエネルギ

ー、環境政策の調整メカニズムの

現状に加え、化石燃料に代わる新

エネルギー源の開発に関する中国

のエネルギー戦略や政策目標を中

心に分析した。 

「2009 年 アジア・大洋

州主要国の貿易・投資動

向～中国」 単著 2010 年 9 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部海外

情報室『Asia 

Monthly Report』

2010年9月号 

2009 年の中国の貿易投資動向を

分析した。 

「2009 年 アジア・大洋

州主要国の貿易・投資動

向～台湾」 単著 2010 年 9 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部海外

情報室『Asia 

Monthly Report』

2010年9月号 

台湾の貿易投資動向を分析した。 

「2009 年 増加するアジ

ア・大洋州域内からの訪

日外国観光客」 単著 2010 年 9 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部海外

情報室『Asia 

Monthly Report』

2010年9月号 

2009 年のアジア大洋州諸国から

の訪日観光客の動向を分析した。 
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「レアアースの輸出規制

を強める中国」「人民元

の国際化の動き」 
単著 2010 年 9 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

計２本のレポートを作成。１本目

では中国のレアアース資源の輸出

規制の現状を分析し、２本目では

2009 年 7 月に人民元建て貿易決

済の解禁後の動向を分析した。 

「中国の自動車保有台

数、2020 年までに 2 億台

突破へ」 単著 2010 年 9 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国の自動車市場の中長期見通し

を分析した。 

「中国トップ 500 社」で

の民営企業のプレゼンス 

単著 2010 年 9 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

2010 年版「中国トップ 500 社」

から見る民営企業の中国経済に占

める位置づけを分析した。 

「『持続可能な成長に向

けて』～第 4回夏季ダボ

ス会議」 単著 2010 年 9 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国・天津市で開かれた第 4 回ダ

ボス会議の概要を踏まえながら中

国が目指す持続可能な経済成長の

可能性について分析した。 

「ロシアとの協力関係を

強める韓国と中国」 

単著 2010 年 9 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

北東アジア地域の中核を成す、中

国、ロシア、韓国 3カ国の経済協

力の現状を分析した。 

「持続可能な成長パター

ンへの転換期を迎えた中

国経済」 共著 2010 年 9 月 

（株）三井物産戦略

研究所『戦略研マン

スリー』2010年9月号 

中国政府が目指す経済のソフトラ

ンディングの現状と第 12 次 5 カ

年計画の重点取組方針を中心に分

析した。 

「10 月以降の訪日中国人

観光客に影響も？」 

単著 2010 年 10 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

9 月に発生した尖閣問題が訪日中

国人観光客に及ぼす影響について

分析した。 

「レアメタル資源の供給

源の多角化と備蓄を急ぐ

韓国」 単著 2010 年 10 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国がレアアースなどレアメタル

資源の輸出制限をかける中で、韓

国が注力するレアメタル資源の確

保へ向けた資源戦略を分析した。 

「中国の次期最高指導者

が確定～習近平氏の人物

像」 
単著 2010 年 10 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国共産党第 17 期中央委員会第

5 回全体会議で承認された習近平

氏の中央軍事委員会副主席への就

任を受けて、次期中国の指導者の

一人となる同氏の人物像を分析し

た。 

「「強気」の中国と「冷

静」な中国」 

単著 2010 年 11 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

2010 年の経済規模が日本を抜

き、米国に次いで世界 2位となる

ことが確実視される中での中国国

内の反応を分析した。 
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「温家宝首相は、なぜ首

脳会談をドタキャンした

のか」 
単著 2010 年 11 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

尖閣問題に端を発し、日中関係が

悪化する中で、ベトナム・ハノイ

で開かれた東アジアサミットで、

温家宝首相と菅首相の会談がキャ

ンセルとなった前後背景を分析し

た。 

「中国、ディーゼル油不

足の影響深刻」 

単著 2010 年 11 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

「第 11 次 5 カ年計画」で掲げた

省エネ目標達成のために、中国政

府による強制的な電力制限を受

け、企業が電力確保するために自

家用発電機を利用したことなど具

体的事例を用いて、ディーゼル油

不足の要因を分析した。 

「中国の世論調査から垣

間見える日中関係」 

単著 2010 年 11 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

尖閣問題後に実施された中国国内

の世論調査結果を踏まえ、中国国

民の日本に対する見方を分析し

た。 

「緊迫する朝鮮半島情勢

と韓国経済への影響」 

単著 2010 年 11 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

北朝鮮による韓国の延坪島への砲

撃事件で緊迫化した朝鮮半島情勢

の韓国経済への影響を分析した。 

「台湾 5大都市選挙から

見る 2012 年の総統選の

行方」 単著 2010 年 12 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

2012 年に実施される台湾総統選

挙の前哨戦となった 5 大都市の首

長選挙結果を踏まえ、今後の台湾

政治の行方を分析した。 

「環境と成長の両立を目

指す中国の新エネルギー

戦略」 単著 2010 年 12 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

省エネ・環境保護と経済成長の両

立を目指す中国の新エネルギー戦

略を分析した。 

「レアアースの輸出管理

を強める中国」 
単著 2010 年 12 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国がレアアース資源の輸出管理

を強める中、日本企業としての今

後の戦略を分析した。 

「中国、汚染排出削減目

標を繰上げ達成、来年か

ら環境税導入か」 
単著 2010 年 12 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

「第 11 次 5 カ年計画」で掲げた

汚染物質の 10%排出削減目標の達

成を踏まえ、2011 年から環境税

の導入の可能性について分析し

た。 

「「アジア大洋州 2010

年の回顧と 2011 年の展

望」特集 「台湾」「韓

国」「北朝鮮」」 
単著 2010 年 12 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部中国

経済センター『中国

経済センターニュー

ス』2010年5月号 

2010 年の台湾、韓国、北朝鮮 3

カ国の政治、経済動向を分析し、

2011 年を展望した。 



18 

 

MGSSI Global Daily 

News 

単著 

2007 年 8 月

～2010 年 12

月 

（株）三井物産戦略

研究所『MGSSI 

Global Daily News」 

中国・台湾・香港他、アジア太平

洋地域の政治、経済、外交などの

分野に関する時事性の高いニュー

ス記事（約 600 本以上）の作成、

編集を行った。 

「2011 年は中朝経済協力

の動きが加速するのか」 

単著 2011 年 1 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

2010 年の北朝鮮の金正日総書記

の訪中を機に中朝両国間の経済協

力の動きが加速している現状を分

析し、両国の経済関係の今後を展

望した。 

「ECFA による関税引き下

げ開始」 

単著 2011 年 1 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

2011 年１月１日より ECFA アーリ

ハーベスト（先行実施項目）の実

施を踏まえ、今後の中台貿易を展

望した。 

「中国次期首相候補の李

克強副首相の欧州訪問」 
単著 2011 年 1 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

李克強副首相の欧州訪問の概要と

その成果を分析した。 

「中国の高速鉄道の整備

状況と海外進出動向」 

単著 2011 年 1 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国国内で急ピッチで進められて

いる高速鉄道の整備状況と海外で

の高速鉄道整備事業へ参入を試み

る中国企業の動向を分析した。 

「中国、今後 5年の省エ

ネ・排出削減は「奨励」

から「強制」へ」 単著 2011 年 2 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国政府が「第 12 次 5カ年計

画」に盛り込まれる省エネ・排出

削減に関する新たな政策方針を分

析した。 

「米国企業、新たな投資

先として中国内陸地方都

市に着目」 単著 2011 年 2 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

在中国米国商工会議所が中国進出

中の自国企業を対象に実施した調

査結果を踏まえ、米国企業の中国

市場に関する見方を分析した。 

「中国の都市化、「人の

市民化」か「土地の都市

化」か」 単著 2011 年 2 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

内需拡大策の一環として都市化を

進めている中国政府の方針と逆行

する一部地方における歪んだ都市

化の実態を分析した。 

「「龍象共舞』は可能か

～中印関係に関する一考

察～」 

単著 2011 年 2 月 

（株）三井物産戦略

研究所『戦略研マン

スリーレポート』

2011年2月号 

経済関係が急拡大する一方、歴史

的問題や領土など安全保障面で相

互不信が続く中国とインド両国の

関係を具体的経済指標や事例を用

いて分析した。 
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「中国の原油輸入量 2年

連続で 2億トン超、輸入

先の多様化の動きも」 

単著 2011 年 3 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国経済の好調に伴い、中国国内

で急加速するモータリゼーション

を背景に海外からの原油輸入量が

急増している現状を踏まえ、中国

経済が持続可能な発展を進めるう

えで、エネルギー需給問題が阻害

要因の一つになる可能性について

分析した。 

「中国東北部の好調な経

済を背景に内需を狙った

外資の進出が活発化」 

単著 2011 年 3 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国東北３省への出張の機会を利

用しての現地調査の結果を中心に

同地域の経済状況とロシア、北朝

鮮など周辺国との経済関係の実態

を分析した。 

「東日本大震災を受け、

中国人の対日感情に変化

の兆し？」 

単著 2011 年 3 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

2010 年 9 月に発生した尖閣諸島

沖での中国漁船と海上保安庁の艦

船との衝突事件により日中双方の

国民感情が悪化傾向にあったが、

東日本大震災を受けて日本国民が

とった冷静かつ秩序ある行動、及

び国民同士の助け合いの精神が、

中国国民の対日感情に改善の兆し

をもたらしたことを具体的事例を

挙げて分析した。 

「中国、「発展方式転

換」を念頭に新たな幹部

業績評価制度を導入へ」 

単著 2011 年 3 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国政府は地方政府の幹部に対す

る業績評価の対象を従来の経済成

長、主要汚染物質の排出削減など

に加え、新たに第 12 次 5か年計

画で掲げた「発展方式転換」、即

ち産業の高度化や内需拡大などの

面での実績を加えたことを中心に

分析した。 

「中国初の「消費倍増計

画（2011-15 年）」が近

く発表へ」 

単著 2011 年 4 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

「投資と輸出依存」から「内需主

導」の構造転換を図る中国政府の

具体的政策の一つである消費倍増

計画の概要と実施に向けた具体的

対策を中心に分析した。 

「中国社科院からの報告

④「2011 年の中国経済と

「第 12 次 5 カ年計画」

期間のマクロ政策の重点

課題」 

共著 2011 年 3 月 

（株）三井物産戦略

研究所『中国経済セ

ンターニュース』 

2011 年の中国経済の見通しを示

すと共に同年１月から始動する

「第 12 次５カ年計画」の重点的

取組み課題を分析した。 

「中国、2010 年の風力発

電設備容量が世界最大も

課題山積」 単著 2011 年 4 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国の風力発電産業における生産

過剰問題や送配電網の不備など山

積する課題を中心に分析した。 
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「中国に「野党」は存在

するのか」 

単著 2011 年 4 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国共産党による一党独裁の政治

が行われている中国において、

「民主諸党派」と言われている中

国共産党以外の政治勢力の概要と

現状を分析した。 

「中国で「信教の自由」

はあるのか」 

単著 2011 年 4 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国の憲法で定められている「信

教の自由」に関する記述を引用し

ながら、中国における宗教の現状

と信教の自由に関する実情を分析

した。 

「『第 12 次５カ年計

画』が始動した中国」 

共著 2011 年 4 月 

三井グループ（二木

会）社長向け資料。

（株）三井物産戦略

研究所『世界・地域

分析レポート』2011

年4月号 

中国の「第 12 次 5 か年計画」の

概要を基に向こう 5年間の中国の

政治経済を分析した。 

「中国社科院からの報告

⑤中国の粗鋼生産の現状

と今後の見通し」 共著 2011 年 4 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部中国

経済センター『中国

経済センターニュー

ス』2011年4月号 

世界一の粗鋼生産量と消費量を誇

る中国国内の粗鋼生産の現状と課

題、及び今後の見通しを分析し

た。 

「中国の新産業指導ガイ

ドライン、新興産業とサ

ービス業重視が鮮明」 

単著 2011 年 5 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国が第 12 次 5か年計画の目玉

の一つとして掲げた戦略的新興産

業（7 産業）の発展と内需拡大方

針に沿った形で新産業ガイドライ

ンが改正されていることを同ガイ

ドラインの内容を踏まえながら分

析した。 

「中国でも今夏電力不足

し、「計画停電」の可能

性が浮上」 
単著 2011 年 5 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国国内の電力需給問題の現状を

踏まえ、その背景や構造的問題を

中心に分析した。 

「中国 4月の新車販売が

減速も、通年では 2,000

万台達成可能か」 単著 2011 年 5 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

2011 年 1－4 月の中国の新車販売

台数の推移と国内消費動向を基に

通年の市場規模を分析した。 

「中国にとってのパキス

タンの重要性」 

単著 2011 年 5 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

パキスタンとの関係強化を図る中

国の外交戦略を分析し、中国にと

ってのパキスタンの重要性を考察

した。 

「第 3回米中戦略・経済

対話とその成果」 

単著 2011 年 5 月 

(株）三井物産戦略研

究所国際情報部中国

経済センター『中国

経済センターニュー

ス』2011年5月号 

5 月に米ワシントンで開かれた第

3 回米中戦略・経済対話の概要を

基に今後の米中関係を分析した。 

「持続可能な発展を目指

す中国、その現状と課

題」 
共著 2011 年 5 月 

（株）三井物産戦略

研究所『戦略研レポ

ート』2011年5月号 

中国の「第 12 次 5 か年計画」の

概要を基に向こう 5年間の中国の

政治経済を分析した。 
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「中国、金融引き締めで

「民間金融」が増加」 

単著 2011 年 6 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国政府が産業構造の転換とイン

フレ対策の一環で 2010 年後半か

ら実施した金融引き締め策を受け

て、資金調達に困窮する中小企業

を対象にした非合法的な民間金融

の現状を分析した。 

「中国の地方政府の債権

問題、再びリスク要因と

して浮上」 

単著 2011 年 6 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

2008 年秋以降の金融危機を受

け、中国政府が打ち出した大型景

気対策のマイナス要因として

2010 年に浮上した地方政府の債

権問題を取り上げ、その現状と中

国経済に与える影響を分析した。 

「中国政府、内モンゴル

の経済発展に注力へ」 

単著 2011 年 6 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

5 月に発生したモンゴル族遊牧民

による抗議デモを受け、中国政府

が内モンゴル自治区の経済発展に

注力する方針を決定したことを分

析した。 

「中央アジアへの「ゲー

トウェー」として注目さ

れる新疆ウイグル自治

区」 
単著 2011 年 6 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国は、中央アジア諸国との経済

関係の更なる強化に向けて、新疆

を対中央アジアのゲートウェーと

して位置づけると共に同自治区内

で各種インフラ整備を進めている

最新の動向を考察し、今後を展望

した。 

「中央と地方の両サイド

から積極的な欧州外交を

展開する中国」 

単著 2011 年 6 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国最大の輸出先である欧州との

経済、外交関係の強化に加え、産

業の高度化に欠かせない技術や経

営ノウハウの中国への移転を目的

に、中央政府の温家宝首相と広東

省トップの汪洋氏がそれぞれ行っ

た欧州訪問の成果を分析した。 

「中国自動車メーカー、

海外人材獲得に注力」 

単著 2011 年 7 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国の民族系自動車メーカーは、

自主ブランド車の開発に欠かせな

い人材確保に向けて欧米や日本な

ど海外での人材獲得の現状を分析

した。 

「中国、大豆需要の 8割

を海外に依存」 

単著 2011 年 7 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国経済の高成長に伴う国民の所

得の増加、生活水準の向上により

中国国内で急増している食用油や

飼料用の大豆消費の現状を分析

し、今後を展望した。 

「中国社科院からの報告

⑥中国の石炭化学工業の

現状と展望」 
共著 2011 年 7 月 

（株）三井物産戦略

研究所『中国ニュー

ス』 

中国の石炭化学工業の現状と課題

を分析し、今後を展望した。 
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東京財団「日中環境ビ

ジネス研究プロジェク

ト」での講演 

講演会 2011年7月 

東京財団 講演テーマ：「中国経済の現状と

今後の展望」 

「中国社科院からの報告

⑦中国の都市化の進展～

課題と展望」 
共著 2011 年 8 月 

（株）三井物産戦略

研究所『中国ニュー

ス』 

中国の都市化の現状と課題を分析

し、今後を展望した。 

「中国、輸入鉄鉱石の

50％を中国投資先から調

達へ」 

単著 2011 年 8 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国鉄鋼業界は、中国が世界最大

の鉄鉱石消費国であるにも関わら

ず価格決定権を海外三大資源メジ

ャーに握られている現状を打破す

るために、今後中国企業が海外で

買収ないし出資した鉄鉱石開発企

業からの調達量を増やす方針を示

されたことを踏まえ、中国企業に

よる海外鉄鉱石資源権益の取得状

況を分析し今後の行方を展望し

た。 

「中国の次世代自動車産

業の行方」 
単著 2011 年 8 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国の次世代自動車産業の現状と

課題を分析し、今後を展望した。 

「中国の環境問題、

「水」と「空気」に国民

の関心が高い」 
単著 2011 年 8 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国の環境問題に関する最新の調

査と環境問題に絡む一連の事象を

踏まえ、中国国民の環境問題に関

する関心事と今後における環境問

題への姿勢を展望した。 

「台湾企業の対中投資～

『成都・重慶経済区』が

有望な投資先として浮

上」 

単著 2011 年 8 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

台湾の電機・電子関連業界団体の

「台湾区電機電子工業同業公会

（TEEMA）」が発表した「2011 年 

中国の投資環境・リスク調査」結

果に基づき、台湾企業が中国西部

の成都・重慶両都市を新たな有望

な投資先として捉えている背景を

分析した。 

「バイデン米副大統領訪

中と米中関係の今後の行

方」 
単著 2011 年 9 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

2012 年の米国の大統領選挙と中

国の最高指導部交代を見据えての

バイデン米副大統領の訪中と中国

指導部との会談内容を踏まえ、今

後の米中関係を展望した。 

「中印『戦略・経済対

話』と中国企業のインド

進出動向」 

単著 2011 年 9 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

9月末、中印両国間で初となる

「戦略・経済対話」が北京市で開

催された。本稿では、会議での合

意内容を踏まえ、今後「製造業を

強みとする中国とITサービス業を

得意とするインド」両国の相互補

完関係の可能性について分析し

た。 
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「台湾の原子力政策の最

新動向」 

単著 2011 年 9 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

東京電力福島第一原発事故を受け

ての台湾の原子力政策の最新動向

を分析した。 

「2012 年の世界政治・経

済展望」 

共著 2011 年 12 月 

株）三井物産戦略研

究所『Asia Pacific 

Weekly Report」 

2012 年の中国、台湾、朝鮮半島

の政治、経済を展望した。 

「中国、COP17 に向けて

地球温暖化への取り組み

『白書』を発表」 

単著 2011 年 12 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

2011 年末に南アフリカで開催さ

れる COP17 を控え、中国政府が発

表した白書「中国の気功変動政策

と行動（2011）」の内容を中心に

中国の地球温暖化対策と予想され

る効果について分析した。 

防衛省防衛研究所 一

般課程 共同研究会で

の講演 
講演会 2011年12月 

防衛省防衛研究所 講演テーマは、「中国の人口問

題と対策」 

「習近平新体制への移

行及び世界経済の牽引

役たる中国経済の行方

―」 
共著 2012 年 1 月 

三井グループ（二木

会）社長向け資料、

（株）三井物産戦略

研究所『戦略研レポ

ート』2012年4月号 

2012 年の中国最高指導部の交代

が予定されている中、持続的な経

済成長と社会の安定が必要不可欠

であると捉える中国政府の経済政

策の現状を分析した。 

「韓国、『原発推進』の

方針は不変」 

単著 2012 年 3 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

東京電力福島第一原発事故後、韓

国国民の間では日本同様、原発に

対する不安や疑念が広まってい

る。本稿では、今後における韓国

政府の原発政策を分析した。韓国

は、現在稼働中の原発の安全検査

の強化に注力しながら原発の積極

的な推進という従来の政策を変更

しない方針である。 

 
「中国の少子高齢化を商

機と捉える日本企業の対

中進出動向」 

単著 2012 年 3 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

高度な介護ノウハウや関連製品を

生産する日本企業が中国の少子高

齢化を商機と捉える戦略は多いに

期待されるものの、中国では業界

そのものが発展途上にあるため、

ビジネスモデルの構築が重要な課

題になると考えられる。 
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「中国、水資源の確保の

一環として海水淡水化に

注力へ」 

単著 2012 年 3 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

中国では、経済成長に伴う工業化

の進展や都市人口の増加などによ

り水資源の需要が増加する一方、

水不足の問題が深刻化している。

本稿では、中国政府が 2月に発表

した「海水淡水化産業の発展加速

に関する意見」の内容を踏まえ、

中国の海水淡水化事業の現状と今

後を展望した。 

「中国第 11 期全人代第

5 回会議の経済政策の注

目ポイント」 単著 2012 年 3 月 

（株）三井物産戦略

研究所『Asia 

Pacific Weekly 

Report」 

3 月初めに開催された全人代の注

目すべきポイントを整理し、2012

年の中国経済の見通しを分析し

た。 

「中国の少子高齢化問

題と安全保障」 

単著 

2011 年 12 月

～2012 年 2

月 

防衛省防衛研究所 「中国の人口事情と安全保障問

題」を研究テーマとした、防衛省

防衛研究所 一般課程 共同研究

の研究指導を行い、報告書をまと

める。 

「アジアの高齢化と対

策」 

単著 2012 年 3 月 

（株）三井物産会長

向け資料：「アジア

の人口事情と対策」 

アジア大洋州二十一か国の人口事

情に加え、急速に進む高齢化対策

に関し、日本の先行事例を用いた

提言を行った。 

中国の「国進民退」は

改善されるのか～民営

企業と「新36条」を中

心に」 
単著 2012 年 9 月 

東京財団ウェブサイ

ト 

http://www.tkfd.or.

jp/research/project

/news.php?id=1032 

中国共産党の第18回全国代表大会

の開催により新たに誕生する新指

導体制の発足に当たって、民営企

業のこれまでの歩みと現状を踏ま

え、今後の行方について分析し

た。 

 
「中国共産党18全大会

を受けて～経済政策の

領域に関して」 

 単著 2012年12月 

東京財団ウェブサイ

ト 

http://www.tkfd.or.

jp/research/project

/news.php?id=1032 

中国共産党の第 18 回全国代表大

会を受けて、新指導体制における

今後の課題について分析した。 

「中国の格差問題と安

全保障問題」 

単著 

2012 年 12 月

～2013 年 2

月 

防衛省防衛研究所 「中国の格差問題と安全保障問

題」を研究テーマとした、防衛省

防衛研究所 一般課程 共同研究

の研究指導を行い、報告書として

まとめる。 

「新しいビジネスアラ

イアンスの可能性～日

台企業の新潮流」 単著 2013 年 2 月 

『経営・情報研究 

多摩大学研究紀要』

No.17  2013 

これまでの日台間の貿易、投資、

人的交流の現状を踏まえ、今後に

おける日台企業間の新たなビジネ

スアライアンスの可能性について

の問題提起を行った。 

岡山大学キャンパスア

ジア事業経済テキスト 

単著 2013 年 5 月 

岡山大学キャンパス

アジア事務局 

「中国経済の現状と日中経済関

係」と題する論文を執筆・提出

（2014 年度中に出版される予

定）。 

http://www.tkfd.or.jp/research/project/news.php?id=1032
http://www.tkfd.or.jp/research/project/news.php?id=1032
http://www.tkfd.or.jp/research/project/news.php?id=1032
http://www.tkfd.or.jp/research/project/news.php?id=1032
http://www.tkfd.or.jp/research/project/news.php?id=1032
http://www.tkfd.or.jp/research/project/news.php?id=1032
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「胡温体制の回顧と今

後における中国経済の

展望」 
単著 2013 年 5 月 

東京財団（近く発表

予定） 

過去 10 年の胡錦涛・温家宝体制

の回顧と中国共産党の第 18 回全

国代表大会の開催により新たに誕

生する新指導体制のもとでの今後

の中国経済の行方について分析し

た。 

「新しいアライアンス

の可能性～日台企業の

新潮流～①」 
単著 2013 年 8 月 

東京財団（Views on 

China） 

日台間の貿易、投資、人的交流の

現状を踏まえ、今後における日台

企業間の新たなビジネスアライア

ンスの可能性についての問題提起

を行った。 

「第 5回 米中戦略経

済対話～『G2』から C2

へ」 単著 2013 年 8 月 

「寺島文庫だより」

第31号 

第 5 回米中戦略経済対話の注目点

を踏まえながら日中韓三カ国を含

む東アジア情勢の進むべき方向性

についての提言を行った。 

「中国経済の現状と課

題」 
学会 2013 年 9 月 

北東アジア学会 国際会議の経済部会において、コ

メンテーターを務めた。 

「中国と如何に向き合

うのか」 

講演 2013 年 11 月 

ＮＰＯ法人 みねる

ばの森/寺島文庫主催

「就職を機に世界と

人生を考える連続セ

ミナー」第2回「世界

を知る」 

日本をめぐる世界潮流と中国経

済・日中経済関係の現状を踏まえ

て、日中両国の経済協力の可能性

についての問題提起を行った。 

「新しいアライアンス

の可能性～日台企業の

新潮流～②」 
単著 2014 年 2 月 

東京財団(Views on 

China) 

日台間の貿易、投資、人的交流の

現状を踏まえ、今後における日台

企業間の新たなビジネスアライア

ンスの可能性についての問題提起

を行った。 

岡山大学キャンパスア

ジア事業 
国際会

議 
2014 年 2 月 

岡山大学キャンパス

アジア事務局主催 

経済部会作成テキスト（中国経済

部分）「中国経済の現状と日中経

済関係」について、発表し討論を

行った。 

共同研究報告「多摩大

アジアダイナミズム香

港研修視察」 
共著 2014 年 2 月 

『経営・情報研究 

多摩大学研究紀要』

No.18  2014 

2013 年 9 月実施の多摩大学アジ

アダイナミズム香港研修視察の報

告として、共同研究メンバーと共

同で研修視察の概要と今後の解題

について総括を行った。 
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共同研究報告「留学生

の視点から考える多摩

地域の活性化～サンリ

オピューロランドを中

心にー」 

共著 2014 年 2 月 

『経営・情報研究 

多摩大学研究紀要』

No.18  2014 

2012 年 6 月～2013 年 3 月にかけ

て、教員と留学生が多摩地域の活

性化を共同テーマとして行った研

究調査活動の概要と成果、および

今後の課題について総括を行っ

た。 

「日本は中国とどう向

き合うのか」 

講演 2014 年 3 月 

ＮＰＯ法人 みねる

ばの森/寺島文庫主催

「アジア次世代経営

人材交流プラットフ

ォーム」第2回セミナ

ー 

日本をめぐる世界潮流と日中経済

関係の現状を踏まえて、アジア次

世代経営人材になるための問題提

起を行った。 

「Views on China 中国

の今、プロが観る」 

フォー

ラム 
2014 年 3 月 

東京財団主催第74回

フォーラム「Views 

on China 中国の今、

プロが見る」 

中国の現状と日中関係、日台ビジ

ネスアライアンスについて、各界

の専門家と共にパネリストとして

登壇し、主に新しい日台ビジネス

アライアンスの可能性について問

題提起を行った。 

 

 

 

 

 

 

Toward a New Japan-

Taiwan Business 

Alliance (1)（2） 

   

  

単著 2014年7月 

東京財団現代中国研

究プロジェクト 

日台間の貿易、投資、人的交流の

現状を踏まえ、今後における日台

企業間の新たなビジネスアライア

ンスの可能性についての問題提起

を行った。 

「台湾の統一地方選挙

後の中台関係の行方と

日本への影響」 講演 2015 年１月 

多摩大学創立25周年

記念公開講座 

2014年11月に行われた台湾の統一

地方選挙の結果を踏まえて中台関

係の今後の行方、ならびに日本へ

の影響について解説した。 

「キャンパス・アジア

共通教科書 東アジア

の経済協力と共通利

益」 共著 2015 年 3 月 

田口雅弘・金美徳編

著『キャンパス・ア

ジア共通教科書 東

アジアの経済協力と

共通利益』（岡山大

学発行） 

岡山大学（日本） 

吉林大学（中国） 

成均館大学校（韓国） 

の三校による共通教科書作作成メ

ンバーとして、中国経済を担当。 

「中国語を学ぼうⅠ」 

講義 
2015 年 5 月

28 日 

多摩大学公開講座 

 教養講座 

多摩地域の住民対象の公開講座 

「中国の辺境経済圏の

諸相」 論文 2015年6月 

ジェトロ ジェトロ発行 月刊誌『月刊 中

国経済』2015年6月号 

「中国経済の現状と課

題および日中関係の今

後の展望」 
講演 2015 年 9 月 

多摩市関戸公民館主

催 

多摩市主催の地域住民対象の講演

会 
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「中国語を学ぼうⅡ」 

講義 2015 年 11 月 

多摩大学公開講座 

教養講座 

多摩地域の住民対象の公開講座 

「これからの中国との

関係を考える 

～2016 年 中国を学ぶ

～」 

 

 

講演 
2016 年 1 月

18 日 

ギリ―クラブ主催講

演会 

ギリ―クラブ会員（ビジネス・マ

スコミ界など）向け講演 

「中国の『辺境経済圏

の諸相』～『一帯一

路』戦略とAIIBの動向

を踏めて～」 

単著 2016年2月 

『経営・情報研究 

多摩大学研究紀要』

No.20  2016 

中国の「一帯一路」構想とAIIBの

最新の動向を踏まえて、中国の辺

境地域とその周辺諸国との貿易、

経済交流の実態を分析した。 
『教育実践報告 多摩

大学・広東財経大学教

育交流プログラム実施

報告』 

共著 2017年2月 

『経営・情報研究 

多摩大学研究紀要』

No.21  2017 

2016年9月実施の多摩大学・広東

財経大学の教育文化交流プログラ

ムの実施内容の報告と教育効果等

について総括を行った。 

 


